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１．当事務及び事業に関する基本情報

Ⅱ－１

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

１ 業務運営の効率化

（１）機動的・効率的な組織運営

（２）内部統制の適切な運用

（３）管理会計の活用による経営管理の向上

（４）情報化の推進

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行政事業レビュー

２．主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値

（前中期目標期間最終

年度値等）

Ｈ26 年度 Ｈ27年度 Ｈ28 年度 Ｈ29年度 Ｈ30 年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等、必要な情報

－ － － － － － － － －
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣によ

る評価業務実績 自己評価

Ⅲ 業務運営の効率化に関する事

項

機構は、通則法に基づき、その

業務を適正かつ効率的に実施する

とともに、社会経済環境の変化に

対応しながら、持続的・安定的な

経営基盤を確立するため、適切か

つ弾力的な業務運営を行うこと。

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標

を達成するためとるべき措置

独立行政法人として、自ら責任を

もって、その業務を適正かつ効率的

に実施するとともに、現下の厳しい

社会経済環境を踏まえつつ、その変

化に対応しながら、独立した経営体

として持続的・安定的な経営基盤を

確立するため、適切かつ弾力的な業

務運営を行う。

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標

を達成するためとるべき措置

独立行政法人として、自ら責任を

もって、その業務を適正かつ効率的

に実施するとともに、現下の厳しい

社会経済環境を踏まえつつ、その変

化に対応しながら、独立した経営体

として持続的・安定的な経営基盤を

確立するため、適切かつ弾力的な業

務運営を行う。

評定

１ 業務運営の効率化

効率的な業務運営が行われるよ

う組織を整備するとともに、「独立

行政法人改革等に関する基本的な

方針」（平成 25 年 12 月 24 日閣議

決定）を踏まえ、継続的に事務・

事業や組織の点検を行い、機動的

に見直しを実施すること。

このため、民間出身の役職員の

活用拡大を行うとともに、積極的

な人材投資により職員の経営リテ

ラシーを高め、民間のノウハウを

採り入れた実施体制の構築を図る

こと。

また、技術研究所を将来的に独

立行政法人建築研究所に移管する

ことを検討し、平成 26年中に結論

を得ること。

１ 業務運営の効率化

効率的な業務運営を行うため、以

下のような取組により、機動的な組

織運営を図り、都市機能の高度化及

び居住環境の向上を通じた都市の再

生、良好な居住環境を備えた賃貸住

宅の安定的な確保等の業務の実施に

おいて、社会経済情勢の変化に的確

に対応するとともに、継続的に事

務・事業や組織のあり方についての

点検を行い、機動的に見直しを行う。

１ 業務運営の効率化

効率的な業務運営を行うため、以

下のような取組により、機動的な組

織運営を図り、都市機能の高度化及

び居住環境の向上を通じた都市の再

生、良好な居住環境を備えた賃貸住

宅の安定的な確保等の業務の実施に

おいて、社会経済情勢の変化に的確

に対応するとともに、継続的に事

務・事業や組織のあり方についての

点検を行い、機動的に見直しを行う。

＜主な定量的指標＞

なし

＜その他の指標＞

なし

＜評価の視点＞

・効率的な業務運営が行われるよ

う組織の整備・見直しを適切に

実施しているか。

＜主要な業務実績＞ ＜評定と根拠＞

評定：Ｂ

  東日本大震災に係る復興支援に

ついて、福島県内の原発避難区域に

おける復興拠点整備への対応や業

務進捗に応じた体制の見直しを実

施しつつ、都市再生事業、賃貸住宅

事業等においても効率的、効果的な

事業推進を図るため組織体制の見

直しを実施した。

千葉ニュータウン北環状線事業

に関するコンプライアンス事案に

係る再発防止策を全て実施し、コン

プライアンス研修の実施等、コンプ

ライアンス等に係る職員の意識向

上、周知徹底等に取り組んだ。

また「内部統制の推進に関する取

組方針」の策定及びこれに基づく取

組を実施したほか、内部監査に従事

する職員の資質及び能力の更なる

向上等、内部統制の一層の充実・強

化を図った。

管理会計の活用により、引き続き

経営管理の精度向上に取り組むと

（１）機動的・効率的な組織運営

政策目的の実現並びに独立の経営

体としての採算性の確保、経営効率

の向上を図るとともに、東日本大震

災の復興支援に係る体制の更なる強

化を行いつつ、「独立行政法人改革等

に関する基本的な方針」（平成 25 年

（１）機動的・効率的な組織運営

政策目的の実現並びに独立の経営

体としての採算性の確保、経営効率

の向上を図るとともに、東日本大震

災の復興支援に係る体制の更なる強

化を行いつつ、「独立行政法人改革等

に関する基本的な方針」（平成 25 年

東日本大震災に係る復興支援について、

福島県内の原発避難区域における復興拠

点整備への対応や業務進捗に応じた体制

の見直しを実施しつつ、都市再生事業、賃

貸住宅事業等においても効率的、効果的な

事業推進を図るため組織体制の見直しを

実施した。

①ニュータウン事業等の新規に事業着手
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12 月 24 日閣議決定）に対応した業

務の効率化、スリム化に即した組織

の整備を行う。

① ニュータウン事業等の新規に事

業着手しないこととされた業務に

ついては、業務の縮小に伴い、当

該業務に係る要員、事務所等を削

減し、その組織体制の縮小を図る。

② 民間出身の役職員の活用拡大を

行うとともに、積極的な人材投資

により職員の経営リテラシーを高

め、民間のノウハウを取り入れた

実施体制の構築を図る。

③ 技術研究所を将来的に独立行政

法人建築研究所に移管することを

検討し、平成 26 年中に結論を得

る。

④ 給与計算、資金出納、旅費計算

等の管理業務について、集約化や

アウトソーシングの活用などによ

る管理部門のスリム化を検討す

る。

12 月 24 日閣議決定）に対応した業

務の効率化、スリム化に即した組織

の整備を行う。

① ニュータウン事業等の新規に事

業着手しないこととされた業務に

ついては、業務の縮小に伴い、当

該業務に係る要員、事務所等を削

減し、その組織体制の縮小を図る。

② 民間出身の役職員の活用拡大を

行うとともに、積極的な人材投資

により職員の経営リテラシーを高

め、民間のノウハウを取り入れた

実施体制の構築を図る。

③ 給与計算、資金出納、旅費計算

等の管理業務について、集約化や

アウトソーシングの活用などによ

る管理部門のスリム化を引き続き

検討する。

しないこととされた業務については、当

該業務に係る要員等を削減し、その組織

体制の縮小を図るとともに、土地の供

給・処分を促進するため、組織体制の見

直しを行った。

②職員の経営リテラシーを高め、民間のノ

ウハウを取り入れた実施体制の構築を

図るため、引き続き、積極的な人材投資

を行うとともに、民間出身の役職員の活

用を行った。

③旅費計算及び収入支出等、経理関連業務

の一部において段階的に導入すること

としているアウトソーシングについて、

課題の解消を図りつつ、対象組織を拡大

した。

ともに、部門別の財務情報等を適切

に策定し、公表した。

第二 GSOC への加入、CSIRT 体制

の運用開始、外部専門機関による高

度な検査の実施等により情報セキ

ュリティ水準の向上に資する取組

を実施した。

また、市場化テスト対象業務につ

いて決定した事業者に当該システ

ムを安全かつ円滑に運用させ、安定

的、効率的なシステム稼働を維持し

た。

これらを踏まえ、Ｂ評価とする。

（２）内部統制の適切な運用

総務省の「独立行政法人における

内部統制と評価に関する研究会」が

平成 22 年３月に公表した報告書

（「独立行政法人における内部統制

と評価について」）、及び総務省政策

評価・独立行政法人評価委員会から

独立行政法人等の業務実績に関する

評価の結果等の意見として国土交通

省独立行政法人評価委員会に通知し

た事項等を参考にしつつ、全職員を

対象とした外部専門機関による法令

遵守研修の実施、内部監査に従事す

る職員の資質及び能力の更なる向上

等の取組により、内部統制の一層の

充実・強化を図る。

（２）内部統制の適切な運用

独立行政法人として、社会的な信

頼に応えていくため、業務の適正な

実施が求められていることを職員 1

人 1 人が常に意識して取り組むこと

が重要であり、引き続き、コンプラ

イアンス等に係る職員の意識向上、

周知徹底等を図っていく。また、千

葉ニュータウン北環状線事業に関す

るコンプライアンス事案を受け、平

成 28 年７月に公表した再発防止策

に引き続き取り組んでいく。さらに、

総務省の「独立行政法人における内

部統制と評価に関する研究会」が平

成 22 年３月に公表した報告書（「独

立行政法人における内部統制と評価

について」）、及び総務省政策評価・

独立行政法人評価委員会から独立行

コンプライアンス等に係る職員の意識

向上、周知徹底等に関し、以下の取組を実

施した。

・千葉ニュータウン北環状線事業に関する

コンプライアンス事案を受け、平成 28

年７月に公表した再発防止策を全て実

施した。

・理事長を委員長とするコンプライアンス

委員会において、コンプライアンス実践

状況の確認等を実施。

・役職員の内部統制意識向上のため、全職

員を対象とした外部講師を招いたコン

プライアンス研修及びイントラネット

を活用した研修を実施。

  内部統制の一層の充実・強化を図るた

め、以下の取組を実施した。

・機構の重要な意思決定においては、全役

員で構成される理事会で審議。
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政法人等の業務実績に関する評価の

結果等の意見として国土交通省独立

行政法人評価委員会に通知した事項

等を参考にしつつ、全職員を対象と

した外部専門機関による法令遵守研

修の実施、内部監査に従事する職員

の資質及び能力の更なる向上等の取

組により、内部統制の一層の充実・

強化を図る。

・事業ごとのリスクを意識しながら、リス

クマネジメントを実施。

・「内部統制の推進に関する取組方針」の

策定及びこれに基づく取組を実施。

  内部監査に従事する職員の資質及び能

力の更なる向上を図った。

  監事監査において、内部統制システムの

整備とその運用状況等について監査があ

り、監事監査報告がまとめられ報告した。

（３）管理会計の活用による経営管

理の向上

経営情報をより適時適切に把握す

る等、機構の経営管理・活動管理の

強化を図るため、管理会計を活用す

る。

（３）管理会計の活用による経営管

理の向上

機構の経営管理・活動管理の強化

を図るため、部門別及び圏域・地区

別の執行管理の推進に努め、管理会

計の一層の充実を図る。

管理会計を活用し、部門別及び圏域・地

区別の経営情報を適時適切に把握するこ

とにより、引き続き経営管理の徹底に努め

るとともに、経営管理・活動管理の状況に

ついて、部門別の財務情報等を作成・公表

した。

また、研修の実施等により、経営管理に

対する意識の更なる強化に取り組んだ。

（４）情報化の推進

「サイバーセキュリティ戦略」（平

成 25 年６月 10 日情報セキュリティ

政策会議決定）等の政府方針を踏ま

え、適切な情報セキュリティ対策を

推進する。

また、公共サービス改革法に基づ

き、「公共サービス改革基本方針」（平

成 24 年７月 20 日閣議決定）におい

て市場化テストの対象と定められた

ＯＡ用情報システムの運用管理業務

について民間競争入札を実施し、決

（４）情報化の推進

「サイバーセキュリティ戦略」（平成

27 年９月４日閣議決定）、「我が国の

サイバーセキュリティ推進体制の更

なる機能強化に関する方針」（平成

28 年１月 25 日サイバーセキュリテ

ィ戦略本部決定）等の政府方針を踏

まえ、適切な情報セキュリティ対策

を推進する。特に、情報セキュリテ

ィ対策の更なる強化が求められてい

る情勢を踏まえ、外部専門機関によ

るシステム脆弱性検査やペネトレー

ションテスト等の高度な検査等、情

報セキュリティ水準の向上に資する

取組を実施する。

また、公共サービス改革法に基づ

き、「公共サービス改革基本方針」（平

成 24 年７月 20 日閣議決定）におい

て市場化テストの対象と定められた

ＯＡ用情報システムの運用管理業務

について、民間競争入札（平成 28

政 府 方 針 を 踏 ま え 、 第 二 GSOC

（ Government Security Operation 

Coordination team）に加入し、不審メー

ル、不正プログラム及びシステム脆弱性に

係る対応を行うとともに、情報セキュリテ

ィインシデントに対応する CSIRT(シーサ

ー ト ： Computer Security Incident 

Response Team)体制の運用を開始する等、

適切な情報セキュリティ対策を推進した。

特に、外部専門機関によるシステム脆弱性

検査やペネトレーションテスト等の高度

な検査等、情報セキュリティ水準の向上に

資する取組を実施した。

また、市場化テストの対象と定められた

「ＵＲ－ＮＥＴの運用支援等に関する業

務」において、公共サービス改革法が定め

る民間競争入札（平成 28 年度実施）によ

り決定した事業者に、サーバ稼働維持業務

を適切に実施させる等、当該システムを安

全かつ円滑に運用させ、安定的、効率的な

システム稼働を維持した。また、公共サー

ビス改革基本方針に基づき定めた「ＵＲ－
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定した事業者に当該システムを安全

かつ円滑に運用させ、安定的、効率

的なシステム稼働を維持するととも

に、当該事業者による業務の実施状

況の検証を行う。

年度実施）により決定した事業者に

当該システムを安全かつ円滑に運用

させ、安定的、効率的なシステム稼

働を維持するとともに、当該事業者

による業務の実施状況の検証を行

う。

ＮＥＴの運用支援等に関する業務民間競

争入札実施要項」により、業務の実施状況

の検証を行い、利用者からの問合せ対応、

障害一次切り分け等の業務が適切に実施

されていることが認められた。

４．その他参考情報

無し
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１．当事務及び事業に関する基本情報

Ⅱ－２

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

２ 適切な事業リスクの管理等

（１）事業リスクの管理

（２）事業評価の実施

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行政事業レビュー

２．主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値

（前中期目標期間最終

年度値等）

Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等、必要な情報

－ － － － － － － － －
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣によ

る評価業務実績 自己評価

２ 適切な事業リスクの管理等

(１)事業リスクの管理

機構が、地方公共団体や民間事業

者のみでは実施困難な都市再生の

ための事業を進めるに当たっては、

事業リスクの把握・管理、及びその

精度向上を図るとともに、必要に応

じて、事業の見直しを行うこと。

２ 適切な事業リスクの管理等

（１）事業リスクの管理

機構が参画することにより、地方公

共団体や民間事業者のみでは実施困

難な都市再生のための事業を推進さ

せる際には、的確な事業リスクの把

握・管理を行うことが必要であり、採

算性を考慮した上で、以下の取組を徹

底する。

２ 適切な事業リスクの管理等

（１）事業リスクの管理

的確な事業リスクの管理を行うため、

平成 29 年度においては、以下の取組を

引き続き実施・徹底する。

＜主な定量的指標＞

－

＜その他の指標＞

－

＜評価の視点＞

・事業リスクの把握・管理、及びそ

の精度向上を図るとともに、必要

に応じて、事業の見直しを行って

いるか。

・事業の効率性及びその実施過程の

透明性の確保を図るため、適切に

事業評価を実施しているか。

＜主要な業務実績＞ ＜評定と根拠＞

評価：Ｂ

新規事業着手段階の 24 地区すべ

てについて、事業リスク管理手法に

基づき、リスクの抽出・分析を行っ

た上で、関係者との役割分担等のリ

スク軽減・分担方策を検討するとと

もに、事業リスクを踏まえた経営計

画等を策定する等、事業着手の可否

についての判断を適切に実施した。

また、事業実施段階の 202 地区す

べてについて、事業リスク管理手法

に基づき、事業の進捗状況を踏ま

え、採算見通しやリスクの把握・分

析を行った上で、定期的に事業見直

しの必要性を判断し、76 地区で見直

しを実施した。

事業評価実施規程等に基づき、新

規採択時評価３件、再評価２件、事

後評価３件を実施した。うち、再評

価及び事後評価においては、事業評

価監視委員会の審議を経て対応方

針を決定し、評価結果とともに公表

した。

これらを踏まえ、Ｂ評価とする。

評定

① 新規事業の着手に当たっては、機

構が負うこととなる事業リスクに

ついて、事業期間、地価、工事費、

金利等の変動リスクを十分に踏ま

えた経営計画等を策定の上で、事業

着手の可否を判断する。

① 新規事業の経営計画等の策定に際

しては、以下の方法により個別事業毎

に事業リスクへの対策をとることと

する。

イ 事業リスクの抽出

事業期間中に発生する可能性の

ある、事業期間、地価、工事費等

の変動リスクを抽出する。

ロ 事業リスク軽減方策とリスク分

担の検討

抽出したリスクに対して、軽減

するための措置を検討するととも

に、リスクの種別等に応じて地方

公共団体、民間事業者等との適切

なリスク分担を図る。

ハ 経営計画等の策定

正味現在価値の算出等により、

機構が負うこととなる事業リスク

を踏まえた経営計画等を策定し、

事業着手の可否について判断す

る。

デシジョンツリーの作成によ

り、事業見直しの基準とリスクの

新規事業着手段階の 24 地区すべ

てについて、リスクの抽出とその軽

減・分担方策を検討するとともに、

事業リスクを踏まえた経営計画等

を策定して、事業着手の可否の判断

を行った。
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発生が予想される時期等を明確に

し、その時期において必要に応じ

事業計画の見直しを行うことがで

きる計画とする。

② 事業着手後においても、事業を実

施中のすべての地区において、毎

年、定期的な事業リスクの管理を行

うことと併せて、土地取得・事業計

画策定・工事着工・土地譲渡等の事

業の各段階に応じて、採算見通し、

事業リスクを定量的に把握するこ

ととし、適宜、その精度の向上を図

るために事業リスクの管理手法等

の見直しを行う。必要に応じて事業

の見直しを行い、特に不採算事業に

ついては、徹底的な見直しを行う。

② 事業の実施に当たっては、引き続

き、事業資産の販売先の早期確定、民

間との共同事業化等、事業リスクを軽

減するための措置を可能な限り講ず

る。

事業実施に当たっては、事業資産

の販売先の早期確定や関係者との

適切な役割分担を中心にリスクの

軽減策を講じた。

③ 事業実施中のすべての地区におい

て、事業執行管理調書を用いて、定期

的な採算見通し、事業リスクのモニタ

リングを行い管理する。また、デシジ

ョンツリーにおいて示された土地取

得・資金調達・事業計画策定・工事着

工・土地譲渡等の事業の各段階に応

じ、事業リスクを引き続き定量的に把

握して管理する。その結果、事業見直

しが必要と判断される地区について

は、事業見直しを行い、特に不採算事

業については、徹底的な見直しを行

う。

また、事業見直しの可能性を十分考

慮し、見直しを行う必要性の有無を確

認する時期を予め明確にするととも

に、その基準を個々に定める進め方と

する。

事業実施段階のすべての地区（平

成 29 年４月１日時点：202 地区）に

おいて、事業執行管理調書を作成し

た上で事業リスクの定期的管理を

行い、これを踏まえ、76 地区につい

て事業見直しを行った。
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(２)事業評価の実施

事業の効率性及びその実施過程

の透明性の確保を図るため、事業評

価を実施すること。

（２）事業評価の実施

個別事業の効率性及びその実施過

程の透明性の一層の向上を図るため、

引き続き、機構独自の実施要領等に基

づき、新規、事業中及び事後の実施段

階に応じて、対象となる事業毎に事業

の必要性、費用対効果、進捗の見込み

等について評価を行い、必要に応じて

事業の見直しを行うほか、継続が適当

でない場合には事業を中止する等の

対応方針を定める。

また、再評価及び事後評価の実施に

当たっては、学識経験者等の第三者か

ら構成される事業評価監視委員会の

意見を聴くものとする。

評価結果及び審議の結果を踏まえ

た機構の対応方針については、これを

ホームページに公表することにより、

事業の透明性の確保を一層推進する。

なお、都市再生事業の再評価を実施

する際には、引き続き、都市再生事業

実施基準の趣旨を踏まえ、地方公共団

体及び民間事業者との役割分担を徹

底した上で、リスク管理や事業中止の

判断等を適切に行い、その再評価結果

については、新規採択時評価と同程度

の評価内容をホームページに公表す

る。

（２）事業評価の実施

個別事業の効率性及びその実施過程

の透明性の一層の向上を図るため、引き

続き、機構独自の実施要領等に基づき、

新規、事業中及び事後の実施段階に応じ

て、対象となる事業毎に事業の必要性、

費用対効果、進捗の見込み等について評

価を行い、必要に応じて事業の見直しを

行うほか、継続が適当でない場合には事

業を中止する等の対応方針を定める。

また、再評価及び事後評価の実施に当

たっては、学識経験者等の第三者から構

成される事業評価監視委員会の意見を

聴くものとする。

評価結果及び審議の結果を踏まえた

機構の対応方針については、これをホー

ムページに公表することにより、事業の

透明性の確保を一層推進する。

なお、都市再生事業の再評価を実施す

る際には、引き続き、都市再生事業実施

基準の趣旨を踏まえ、地方公共団体及び

民間事業者との役割分担を徹底した上

で、リスク管理や事業中止の判断等を適

切に行い、その再評価結果については、

新規採択時評価と同程度の評価内容を

ホームページに公表する。

事業評価実施規程等に基づき、新

規採択時評価３件、再評価２件、事

後評価３件を実施した。

再評価及び事後評価については、

学識経験者等の第三者から構成さ

れる事業評価監視委員会の審議結

果を踏まえ、機構の対応方針を決定

した。

事業評価結果については、情報公

開窓口、ホームページ掲載等により

公表した。

４．その他参考情報

無し
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１．当事務及び事業に関する基本情報

Ⅱ－３

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

  ３ 一般管理費・事業費の効率化

  ４ 総合的なコスト削減の実施

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行政事業レビュー

２．主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値

（前中期目標期間最終

年度値等）

Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等、必要な情報

一般管理費について、平

成 25 年度と平成 30 年度

を比較して 5％程度に相

当する額を削減

（計画値）

５％程度 － － － － － － －

一般管理費について、平

成 25 年度と平成 30 年度

を比較して 5％程度に相

当する額を削減

（実績値）

－ － 4.97％ 4.67％ 4.72％ 4.78％ － －

達成率 － － － － － － － －

注）主要な経年データのうち下線部があるものは、「主な評価指標」欄の「その他の指標」を記載。
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣によ

る評価業務実績 自己評価

３ 一般管理費・事業費の効率化

一般管理費（人件費、公租公課等

の所要額計上を必要とする経費を除

く。）について、第二期中期目標期間

の最終年度（平成 25年度）と中期目

標期間の最終年度（平成 30年度）を

比較して５％程度に相当する額を削

減すること。

また、事業費については、引き続

き、事業の効率的な執行によるコス

ト改善を図ること。なお、ニュータ

ウン事業等の経過措置業務について

は、中期目標期間中の供給・処分完

了に向けた取組を促進し、都市再生

事業・賃貸住宅事業については、多

様な民間連携手法を活用し、政策的

意義が高い事業や機構の収益改善効

果が高い事業に重点的に配分するこ

と。

３ 一般管理費・事業費の効率化

一般管理費（人件費、公租公課等

の所要額計上を必要とする経費を除

く。）について、中期目標期間に想定

される消費増税による増加分を経営

合理化により吸収した上で、第二期

中期目標期間の最終年度（平成 25

年度）と中期目標期間の最終年度（平

成 30 年度）を比較して５％程度に相

当する額を削減する。

また、事業費については、引き続

き、事業の効率的な執行によるコス

ト改善を図る。なお、ニュータウン

事業等の経過措置業務については、

中期目標期間中の供給・処分完了に

向けた取組を促進し、都市再生事

業・賃貸住宅事業については、多様

な民間連携手法を活用し、政策的意

義が高い事業や機構の収益改善効果

が高い事業に重点的に配分する。

３ 一般管理費・事業費の効率化

一般管理費（人件費、公租公課等

の所要額計上を必要とする経費を除

く。）については、中期計画に掲げた

目標の達成に向け、削減を行う。

また、事業費については、引き続

き、事業の効率的な執行によるコス

ト改善を図る。なお、ニュータウン

事業等の経過措置業務については、

中期目標期間中の供給・処分完了に

向けた取組を促進し、都市再生事

業・賃貸住宅事業については、多様

な民間連携手法を活用し、政策的意

義が高い事業や機構の収益改善効果

が高い事業に重点的に配分する。

＜主な定量的指標＞

一般管理費（人件費、公租公課等

の所要額計上を必要とする経費を除

く。）について、第二期中期目標期間

の最終年度（平成25 年度）と中期目

標期間の最終年度（平成 30 年度）を

比較して５％程度に相当する額を削

減

＜その他の指標＞

－

＜評価の視点＞

・一般管理費・事業費の効率化につ

いて、適切な経費削減及びコスト

縮減等を行っているか。

＜主要な業務実績＞

一般管理費については、日常的な

経費の一層の節減に全社的に取り組

む等により、平成 25 年度比 4.78％の

削減を行った。

また、事業費については、政策的

意義が高い事業や機構の収益改善効

果が高い事業に重点的に配分すると

ともに、引き続き事業コストの縮減、

賃貸住宅管理コストの削減及び不採

算事業の見直し等、事業の効率的な

執行によるコスト改善に取組んだ。

＜評定と根拠＞

評定：Ｂ

一般管理費については、日常的な

経費の一層の節減を全社的に取り組

んだこと等により、平成 25 年度比

4.78％の削減を実現した。

また、事業費については、政策的

意義の高い事業や収益改善効果が高

い事業に重点的に配分するととも

に、事業の効率的な執行によるコス

ト改善を着実に実施した。

外部調達コストの削減について

は、リバースオークション方式、フ

レックス工期制度、発注の平準化等

の拡大適用及び賃貸住宅修繕工事の

部品・仕様の見直しにより、外部調

達コストの低減を図る取組を展開

し、リバースオークションについて

は、物品等の調達案件において 41 件

実施し、予定価格計約13億円に対し、

計約 4 億円（削減率 30％）のコスト

削減を実現した。不調・不落率につ

いては、10.4％となった。

これらを踏まえ、Ｂ評価とする。

評定

４ 総合的なコスト削減の実施

事業コストの削減については、コ

スト構造の改善に関するプログラム

等を策定の上、それに基づき総合的

なコストの縮減を行うとともに、外

部調達コストの一層の削減に取り組

むこと。これらにより与えられた条

件の下でコストの最小化とサービス

の最大化を図ること。

４ 総合的なコスト削減の実施

平成 24 年度までの「都市機構事業

コスト構造改善プログラム（平成 20

年度策定）」に基づき、設計・積算に

当たっての規格や発注方式の見直し

等コスト構造の改善に継続して取り

組むとともに、国の動向を踏まえ新

たなプログラム等を策定し、具体的

な施策を着実に推進する。

また、入札等に当たっては、価格

交渉方式の導入や総合評価方式の見

直し等、応札者の価格低減余地を引

き出す運用を拡大し、外部調達コス

トの一層の削減に取り組む。

更に、賃貸住宅事業については、

仕様の精査や発注方法を見直すこと

４ 総合的なコスト削減の実施

平成 24 年度までの「都市機構事業

コスト構造改善プログラム（平成 20

年度策定）」に基づき、設計・積算に

当たっての規格や発注方式の見直し

等コスト構造の改善に継続して取り

組むとともに、国の動向を踏まえ新

たなプログラム等を策定し、具体的

な施策を着実に推進する。

また、入札等に当たっては、価格

交渉方式の実施や総合評価方式の見

直し、リバースオークション方式の

活用等、応札者の価格低減余地を引

き出す運用及びフレックス工期によ

る契約方式の導入により事業者間の

競争を促進する運用を推進すること

＜主な定量的指標＞

－

＜その他の指標＞

－

＜評価の視点＞

・事業コストの削減について、総合

的なコストの縮減を実施するとと

もに、外部調達コストの一層の削

減に取り組んでいるか。

＜主要な業務実績＞

コスト構造改善プログラムに基づき

以下の取組を行った。

①事業のスピードアップ

「周辺基盤整備完了前の土地の早

期販売」等

②計画・設計・施工の最適化

「大規模発注方式」（大括り化に

よる発注方式）等

③維持管理の最適化

「長寿命化によるライフサイクル

コスト構造の改善」等

外部調達コストの一層の削減方策

として、以下の取組を行った。

① リバースオークション方式を物

品等の調達案件において 41 件実



77

等(一部修繕工事へのリバースオー

クション方式や発注方法の大括り

化、並びに修繕コストの透明化の試

行実施等)による修繕費支出の抑制

等により、コスト削減を行う。

により、品質等価格以外の要素にも

留意しつつ、外部調達コストの一層

の削減に取り組む。

更に、賃貸住宅事業については、

仕様の精査や発注方法を見直すこと

等(発注方法の大括り化、修繕コスト

の透明化の試行実施、耐久性の高い

部材の活用等)による修繕費支出の

抑制等により、コスト削減を行う。

施し、予定価格計約 13 億円に対

し、計約 4 億円（削減率 30％）

のコスト削減を実現した。

② 事業者間の競争を促進し、入札不

調・不落の改善を図るため、フレ

ックス工期制度の適用案件を拡

大して、事業者が参加しやすい環

境整備を促進した。

③ 相対的に見て調達環境の良い上

半期へ発注を平準化し、事業者の

受注意欲向上を図る取組を実施

した。

④ 定期的(年３回)にホームページ

で事前公表している発注予定情

報に加え、より詳細な公募情報を

可能な限り公表する取組を実施

した。

⑤ 総合評価方式入札の一部におい

て、他の公共機関での同種工事の

実績も評価し、新規事業者の参入

を促す取組について、適用案件を

拡大し実施した。

これらにより、不調・不落率につ

いては、10.4％となった。

また、昨年度と同様にコスト削減

に関する役職員の意識向上を図る目

的で、「ＹＹサイト」（社内イントラ

ネット）上で機構等の調達に関する

情報を発信した。

賃貸住宅事業については、昨年度

に引き続きコスト削減を着実に実施

し、一部は平成 29 年 10 月に改定の

保全工事共通仕様書に反映したこと

で一般化した。

また保全工事の発注時期の平準化

を行い、競争参加者増を図った。
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４．その他参考情報

無し
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１．当事務及び事業に関する基本情報

Ⅱ－４ Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

  ５ 入札及び契約の適正化の推進

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行政事業レビュー

２．主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値

（前中期目標期間最終

年度値等）

Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 （参考情報）

当該年度までの累積値等、必要な情報

－ － － － － － － － －

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣によ

る評価業務実績 自己評価

５ 入札及び契約の適正化の推進

機構は国の財政支出や財政投融

資を用いて多額の契約を行い公共

事業を実施していることから事業

の実施において、機構に対する信頼

性が確保されるよう、法令順守及び

契約の適正性を確保するための体

制の強化を図るとともに、｢独立行

政法人における調達等合理化の取

組の推進について｣（平成 27 年５月

25 日総務大臣決定）に基づく取組を

着実に実施すること。

また、引き続き入札談合等関与行

為の防止対策を徹底するとともに、

監事による監査において、入札・契

約の適正な実施について監査を受

けること。

５ 入札及び契約の適正化の推進

入札及び契約手続における透明

性の確保、公正な競争の確保、不正

行為の排除の徹底等を推進し、公共

事業を実施する者としての信頼性

が確保されるよう、法令順守及び契

約の適正性を確保するための体制

の強化を図るとともに、「独立行政

法人における調達等合理化の取組

の推進について」（平成 27 年５月 25

日総務大臣決定）に基づき、毎年度

「調達等合理化計画」を策定、公表

の上、着実に実施する。また、当該

計画の取組状況について、年度終了

後に自己評価を行い、併せてその結

果についての公表を行う。

更に、入札談合等関与行為を確実

に防止する観点から、当該行為の防

止対策について引き続き研修を実

施する等の取組を行うとともに、必

要に応じ更なるコンプライアンス

の推進や入札及び契約手続の見直

し等を実施することで、防止対策の

徹底を図る。

また、入札・契約の適正な実施に

ついて、監事の監査によるチェック

５ 入札及び契約の適正化の推進

入札及び契約手続における透明

性の確保、公正な競争の確保、不正

行為の排除の徹底等を推進し、公共

事業を実施する者としての信頼性

が確保されるよう、法令順守及び契

約の適正性を確保するための体制

の強化を図る。

また、｢独立行政法人における調

達等合理化の取組の推進について｣

（平成 27 年５月 25 日総務大臣決

定）に基づき、「調達等合理化計画」

を策定、公表の上、着実に実施する

とともに、その取組状況について、

年度終了後に自己評価を行い、併せ

てその結果についての公表を行う。

更に、入札談合等関与行為を確実

に防止する観点から、当該行為の防

止対策について引き続き研修を実

施する等の取組を行うとともに、必

要に応じ更なるコンプライアンス

の推進や入札及び契約手続の見直

し等を実施することで、防止対策の

徹底を図る。

また、入札・契約の適正な実施に

ついて、監事の監査によるチェック

＜主な定量的指標＞

－

＜その他の指標＞

－

＜評価の視点＞

「調達等合理化計画」を着実に実施

するとともに、法令順守及び契約の

適正性を確保するための取組を実

施しているか。

＜主要な業務実績＞

１ 法令順守及び契約の適正性を確保

するための体制強化の取組

① 契約業務に携わる人材の育成・強

化の観点から、契約手続に係るマニ

ュアル類の整備（契約ハンドブック、

イントラネット版契約マニュアルの

更新等）を実施するとともに、契約

業務研修を実施した。

② 過年度に入札及び契約に関する内

規違反事案が発生したことを受け、

以下の再発防止策を実施した。

・不正行為を未然に防止するための

入札手続の見直し（機構支援業務

（コンサルタント業務）における

「入札書提出後の予定価格作成」

及び「入札書と技術提案書の同時

提出」）

・規範意識の向上を図るための研修

の実施

・役職員が取るべき具体的な対応等

を記載した「発注者綱紀保持規程」

等の周知

・入札・契約監視機能の強化（不正

兆候の確認及び職員の意識向上の

ため実施している工事の入札状況

＜評定と根拠＞

評定：Ｂ

契約手続に係るマニュアル等の

整備等を行うとともに、過年度に入

札及び契約に関する内規違反事案

が発生したことを受け、不正行為を

未然に防止するための入札手続の

見直し及び規範意識の向上を図る

ための研修の実施等の再発防止に

取組み、法令順守及び契約の適正性

を確保するための体制の一層の充

実・強化を図った。

「平成29年度調達等合理化計画」

については、本計画で定めた、電子

入札の適用の拡大の取組、フレック

ス工期制度等により入札不調・不落

を抑制する取組、契約業務研修の実

施、「発注者綱紀保持規程」等の周

知徹底させる取組を着実に実施し

た。また、本計画の策定及び自己評

価にあたっては監事及び外部有識

者によって構成される契約監視委

員会において点検を実施した。

入札及び契約の適正な実施につ

評定
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を受けるものとする。 を受ける。 等に関する事後的分析（モニタリ

ング）の対象を機構支援業務（コ

ンサルタント業務）にも拡大）

・契約審査業務の体制強化（担当課

長設置）

２ ｢調達等合理化計画｣の着実な実施

下記のとおり「調達等合理化計画」

を着実に実施した。自己評価にあたっ

ては監事及び外部有識者によって構成

される契約監視委員会において点検を

実施した。

（１）調達コスト等の削減及び業務の

改善に資する取組

① 電子入札の適用について、一般

競争入札総合評価方式のコンサル

タント業務にも適用を拡大（Ｈ

29.9～）し、101 件の入札を実施。

平均応札者数は 2.41者となり、平

成 29 年度の同方式の紙入札による

応札者 2.03 者（+0.38 者）を上回

った。これにより、平均落札率は

91.56％となり、平成 29 年度の同

方 式 の 紙 入 札 に よ る 落 札 率

94.12％（△2.56%）と比べ、調達

コストの削減が図られた。

② 物品等調達案件において、リバ

ースオークションを 41 件実施。予

定価格計 13.3 億円に対し計 4.1 億

円のコスト削減を実現した。

③ オープンカウンター方式の発注

事務の効率化を図るため、仕様書を

データベース化し、イントラネット

に掲示。831 件の発注を実施し、予定

価格計 723 百万円に対し計 247 百万

円（削減率 34.2%）のコスト削減を実

現した。

（２）競争性の確保等に係る取組

① 一者応札・応募が２回連続して

発生した案件 140 件について、改

善に係る検証を行い、実効的な改

いて監事の監査によるチェックを

受けた。

これらを踏まえ、Ｂ評価とする。
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善策を講じた上で、フォローアッ

プ票として整理し、契約監視委員

会での点検を経てホームページで

公表。当該案件については、次回

の契約手続に入る際に、各本部等

に設置された契約審査会等におい

て、フォローアップ票を踏まえた

改善策が講じられているかどうか

等の検証を実施。

② Ｈ30.2～3 月に公募を予定する

契約で、前回、同種の契約が１者

応札だった契約については、「１者

応札対応点検票」を作成し、公募

の際に実施する改善策が有効性の

あるものになっているかどうか、

第 34 回契約監視委員会(H29.12)に

おいて点検を実施。委員会での審

議内容については、今後発注を予

定する同種契約の改善策にも展開

していく整理を行った。

③ 入札参加者が増加するような環

境を構築するために、入札・契約

情報に関する機構ＨＰを改善。

（３）品質等価格以外の要素に留意す

る取組

① 公共工事の品質確保とその担い

手確保を実現するため、適正な施

工体制確保、市況に応じた適切な

予定価格の設定、ダンピング防止、

社会保険未加入事業者対策の取組

を実施した。

② ワーク・ライフ・バランス等推

進企業からの調達を推進するた

め、企画競争方式による物品役務

等の調達及び一般競争入札総合評

価方式による機構支援業務（コン

サルタント業務）の調達において、

ワーク・ライフ・バランス等推進

企業を評価する項目を設定。

③ フレックス工期制度の導入等に

より、入札不調･不落を抑制した。
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平成 29 年度における入札不調･不

落率は 10.4％となった。

（４）新たに締結する随意契約及び随

意契約を継続して締結する場合にお

ける内部統制の確立

  新たに締結する随意契約について

は契約監視委員会の場で点検を受け

た。また随意契約を継続して締結す

る場合には、各本部等に設置された

契約審査会等において、契約の必要

性及び契約予定金額の妥当性につい

て検証を実施した。

競争性のない随意契約は真にやむ

を得ないものについて適用した。

（５）契約手続ミス等不祥事の発生防

止及び発生時の対応

  以下の取組を実施した。

① 契約手続に係るマニュアル類を

更新した。

② 契約業務に係る研修や公正取引

委員会講師を招聘しての入札談合

等関与行為防止研修を 50 回実施

し、出席者はのべ 1,759 名となっ

た。受講者にアンケート及び理解

度テストを実施し、効果測定及び

課題等を把握した。また、次年度

の研修計画の検討に着手した。

③ 発注事務に係る情報管理手続、

事業者との応接方法の適正化、規

程抵触事実があった場合の対応方

法、不当な働きかけを受けた場合

の対応方法等を規定した「発注者

綱紀保持規程」等の周知徹底を図

るため、研修や全職員に対し、eラ

ーニングを実施した。

④ 談合疑義案件が１件発生したた

め、「談合情報等対応マニュアル」

に基づき、速やかに「公正入札調

査委員会」を設置し、調査を行う

とともに、公正取引委員会等への

報告を行った。なお、調査の結果、



83

談合の事実は認められなかった。

今回の談合疑義案件に係る対応に

ついては、事例として蓄積し、以後

の参考とした。

３ 入札談合等関与行為の確実な防止

以下の取組を実施した。

・談合防止研修を実施した（公正取

引委員会講師を招聘）。（２(５)②

再掲）

・「発注者綱紀保持規程」等の周知徹

底を行った。（２(５)③再掲）

４ 入札及び契約の適正な実施につい

て監事の監査によるチェックを受け

た。

４．その他参考情報

無し


